
１ 宿泊税とは

税制度の概要
地⽅税には「普通税」と「⽬的税」があります。このうち、普通税は税の使途が特定されておらず、⼀般的な⾏政サービ

スに使⽤されるもので、⽬的税は特定の⽬的に対して使⽤される税です。さらに、⽬的税のうち地⽅税に定めのある税を
「法定⽬的税」、地⽅税には定めがなく⾃治体で制定する条例を根拠に徴収する税を「法定外⽬的税」に分類されます。
したがって、観光振興の財源を確保するためには、⽬的税を導⼊することが⼀般的です。宿泊税を導⼊している⾃治体で

は、観光のための財源として地域の魅⼒を向上させることを税収使途に挙げるとともに、地域の観光振興や市⺠⽣活と観光
との調和を図ることを⽬指すとしています。
また納税⽅法は、宿泊税を導⼊している多くの⾃治体において、納税義務者である宿泊者個⼈が地⽅⾃治体に直接⽀払う

のではなく、宿泊施設の経営者が、宿泊料⾦と合わせて宿泊者から宿泊税を徴収し、後⽇、地⽅⾃治体に申告納付する⽅法
（特別徴収）になっています。 （図表）



２ 経過報告

令和６年 ８⽉ ９⽇ 那須町観光協会より「宿泊税の導⼊に関する要望書」の提出
９⽉１７⽇ 宿泊税導⼊検討プロジェクトチームの設置

２５⽇ 議員全員協議会「宿泊税の導⼊に向けての取組みについて（案）」
３０⽇ 第１回宿泊税導⼊検討プロジェクトチーム会議

１０⽉２４⽇ 議員研修会「宿泊税に関する研修会」
３０⽇ 第２回宿泊税導⼊検討プロジェクトチーム会議

１１⽉ ６⽇ 観光協会三役三部⻑説明「宿泊税の導⼊検討状況の共有」
１４⽇ 那須町観光経営戦略会議「宿泊税の導⼊検討状況の共有」
２２⽇ 議員研修会「那須町の観光施策、DMOの事業内容について」

１２⽉ ５⽇ 庁議「宿泊税の導⼊について」
１８⽇ 議員研修会「宿泊税の導⼊検討状況について」

令和７年 １⽉１０⽇ 観光協会三役三部⻑説明「宿泊税の導⼊検討状況について」
２１⽇ 第３回宿泊税導⼊検討プロジェクトチーム会議
２３⽇ 那須町観光経営戦略会議「宿泊税の導⼊検討状況について」
３１⽇ 第４回宿泊税導⼊検討プロジェクトチーム会議

２⽉ ６⽇ 庁議「宿泊税の導⼊について」
１９⽇ 議員全員協議会「宿泊税の導⼊について（案）」



３ 宿泊税使途案

（１）観光地インフラの整備

・観光地のトイレ整備
・登⼭道及び遊歩道の整備
・観光地の道路整備

（２）受⼊環境の整備

・地域内交通の充実（⼆次交通の整備・充実）
・観光案内看板等の整備、観光地Wi-Fiの整備、
観光案内DXの推進

・景観保全や環境保全の対策

（３）持続可能な観光地域づくりの推進

・⼈材育成事業、⼈材確保事業
・DMO運営
（⼈件費、事務費、観光案内所運営、
情報発信事業等の⼀部へ充当）

・災害時対応基⾦の創設

（４）宿泊税賦課費

・宿泊税徴収事務費
（徴収管理システム、⼈件費など）
・特別徴収義務者徴収奨励⾦
・宿泊税システム整備費補助⾦



４ 今後のスケジュール（予定）

令和７年 ２⽉ 条例案のパブリックコメントの実施

６⽉ 議案提出

６⽉ 総務⼤⾂協議開始

９⽉ 総務⼤⾂同意（予定）

９⽉ 宿泊税条例の施⾏⽇を定める規則の公布

令和８年１０⽉ 宿泊税徴収開始（予定）


